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資料３

官庁営繕事業に係る再評価手法（案）

１．再評価の実施の必要性の判断

（１）再評価の実施の必要性の判断は、別紙１のフローにより行うものとする。

（２ 「官庁営繕事業に係る再評価実施要領細目の策定について （平成１３年８月１７日） 」

） 「 」付け国営計第９８号 により通知のあった 官庁営繕事業に係る再評価実施要領細目

（以下「細目」という ）第２ ３.の予備的な検討は、別紙２のフローにより行うも。

のとする。

２．対応方針又は対応方針（案）決定の考え方

「国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領等の策定について （平成１」

３年７月６日付け国官総第２０３号、国官技第１０５号）により通知のあった『国土交通

省所管のいわゆる「その他施設費」に係る再評価実施要領』第５ ４. の対応方針又は対

応方針（案）決定の考え方は別紙３のフローによるものとし、再評価の視点は以下の項目

とする。

（１）事業の必要性等に関する視点

①事業をめぐる社会経済情勢等の変化

・事業実施の前提条件の変化

・地元情勢等

②事業の進捗状況

・予算の執行状況

・施設の一部供用状況

・事業に未着手又は工事中断等、事業進捗に支障が生じている場合の原因

③事業の投資効果

・ 官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価手法の策定について （平成１３年８月「 」

１７日付け国営計１０１号）により通知のあった「官庁営繕事業に係る新規事業採

択時評価手法 （以下「新規事業評価手法」という ）による再評価時点における評」 。
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価

（２）事業の進捗の見込みの視点

・今後の事業の進捗の見込み

（３）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

①新たなコスト縮減方策の可能性

②代替案立案等の可能性

３．事業評価監視委員会に提出する資料の様式

細目第３ １. （４）に定められた事業評価監視委員会に提出する資料は、以下のとお

り取りまとめるものとする。

（１）提出する資料は、様式１に取りまとめるものとする。なお、再評価に係る資料のう

ち再評価の根拠は、再評価時点における新規事業評価手法による評価結果とし、原則

として新規事業評価手法の様式２を使用する。

（２）略図等を作成し、添付することとする。

４．公表する資料の様式

（ ） 、 。細目第３ ２. １ に定められた公表内容は 以下のとおり取りまとめるものとする

（１）公表内容は、原則として様式２に取りまとめるものとする。なお、再評価に係る資

、 、料のうち再評価の根拠は 再評価時点における新規事業評価手法による評価結果とし

原則として新規事業評価手法の様式２を使用する。

（２）略図等を作成し、添付することとする。



再評価を実施
※別紙３による

再評価の実施の必要性の判断のフロー
別紙１

再評価不要

社会経済情勢の
　急激な変化、
　技術革新等　

有

無

過去の再評価の
実施

有

無
再評価後

３年経過する

ＹＥＳ

ＮＯ

事業採択後
３年経過する

ＮＯ

ＹＥＳ

進捗状況
未着工

着工

事業採択後
５年経過する

ＮＯ

ＹＥＳ

予定事業実施期間
５年以内

ＹＥＳ

ＮＯ 大幅に事業実施期間が
延びる見込み

有

無

予備的な検討による
再評価の実施の必要性の判断

必要

不要

事業採択後
７年経過する

ＹＥＳ

ＮＯ

再評価の対象とする事業

※別紙２による
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事業採択後５年間が経過した時点で継続中の事業について行う
予備的な検討のフロー

事業実施の前提条件の変化

進捗状況

地元情勢

再評価不要 再評価必要

今後の事業進捗の
見通し

大きく変化する

変わらない

支障有り

良好

良好

支障有り

見通し有り

見通し無し又
は不明確

別紙２

事業採択後５年間　　
経過した時点で継続中
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支障となる原因除去の観点からの
コスト縮減や

代替案立案等による見直し

１．計画の見直しによる
　　事業の投資効果　　
２．計画の見直しによる

　　事業の進捗の見込み

両方の視点で妥当性が
あると判断される場合

中止

１．現計画における社会経済情勢等の
　　　　変化による事業実施の前提条件の変化

　２．現計画における事業の進捗の見込み

両方の視点で妥当性が
あると判断される場合

１．あるいは２．の視点で、現計画において
事業継続の妥当性がないと判断される場合　

事業継続

官庁営繕事業に係る再評価の対応方針又は対応方針（案）決定の考え方のフロー
別紙３

１．あるいは２．の視点で　　　
妥当性がないと判断され る場合　

事業の投資効果の確認

再評価が必要

事業実施の支障となる原因の分析

事
業
の
必
要
性
　

　
及
び
進
捗
の
視
点

事
業
計
画
の
　
　

是
正
の
視
点

事
業
の
必
要
性
　
　
　
　

　
　
　
及
び
進
捗
の
視
点

事業の投資効果の確認

コスト縮減や
代替案立案等による

見直しの可能性
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コスト縮減や代替案
立案等による見直し

有

無



様式１

事 業 名 ： 評価年度 　　年度

再評価実施の理由

事　業　概　要 年度 年度

百万円

再評価の視点

社会経済情勢等の
変化による

現計画への影響

現計画における
事業の進捗の

見込み

コスト縮減や
代替案立案等の

可能性

計画見直しによる
事業の進捗の

見込み
（計画の見直しが必
要ない場合は省略）

対応方針（原案）

官庁営繕事業の再評価表

事業の投資効果の
再評価

事 業 目 的 ：

構 造 ・規 模 ：

事 業 場 所 ：

（例）事業採択後３年間が経過した時点で未着工

事業費予算化年度：

○ ○ 地 方 整 備 局

事 業 の 緊 急 性 ： 計 画 の 妥 当 性 ： 費 用 対 効 果 ：

完 成 予 定 年 度 ：

再評価の内容

全 体 計 画 額 ：
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様式２

事 業 名 ： 評価年度 　　年度

再評価実施の理由

事　業　概　要 年度 年度

百万円

再評価の視点

社会経済情勢等の
変化による

現計画への影響

現計画における
事業の進捗の

見込み

コスト縮減や
代替案立案等の

可能性

計画見直しによる
事業の進捗の

見込み
（計画の見直しが必
要ない場合は省略）

対応方針

官庁営繕事業の再評価表

（例）事業採択後３年間が経過した時点で未着工

事業費予算化年度：

○ ○ 地 方 整 備 局

事 業 の 緊 急 性 ： 計 画 の 妥 当 性 ： 費 用 対 効 果 ：

完 成 予 定 年 度 ：

再評価の内容

全 体 計 画 額 ：

事業の投資効果の
再評価

事 業 目 的 ：

構 造 ・規 模 ：

事 業 場 所 ：

- 7 -



事 業 名 ： 評価年度 　　年度

事業評価監視委員会に
おける意見

上記意見を踏まえた
対応方針決定に至る

経緯

対応方針の決定理由

○ ○ 地 方 整 備 局
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